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附則 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この法律は、新品種の保護のための品種登録に関する制度、指

定種苗の表示に関する規制等について定めることにより、品種の育成

の振興と種苗の流通の適正化を図り、もって農林水産業の発展に寄与

することを目的とする。 

(定義等) 

第二条 この法律において「農林水産植物」とは、農産物、林産物及び

水産物の生産のために栽培される種子植物、しだ類、せんたい類、多

細胞の藻類その他政令で定める植物をいい、「植物体」とは、農林水

産植物の個体をいう。 

２ この法律において「品種」とは、重要な形質に係る特性(以下単に

「特性」という。)の全部又は一部によって他の植物体の集合と区別

することができ、かつ、その特性の全部を保持しつつ繁殖させること

ができる一の植物体の集合をいう。 

３ この法律において「種苗」とは、植物体の全部又は一部で繁殖の用

に供されるものをいう。 



４ この法律において「加工品」とは、種苗を用いることにより得られ

る収穫物から直接に生産される加工品であって政令で定めるものをい

う。 

５ この法律において品種について「利用」とは、次に掲げる行為をい

う。 

一 その品種の種苗を生産し、調整し、譲渡の申出をし、譲渡し、輸

出し、輸入し、又はこれらの行為をする目的をもって保管する行為 

二 その品種の種苗を用いることにより得られる収穫物を生産し、譲

渡若しくは貸渡しの申出をし、譲渡し、貸し渡し、輸出し、輸入し、

又はこれらの行為をする目的をもって保管する行為(育成者権者又

は専用利用権者が前号に掲げる行為について権利を行使する適当な

機会がなかった場合に限る。) 

三 その品種の加工品を生産し、譲渡若しくは貸渡しの申出をし、譲

渡し、貸し渡し、輸出し、輸入し、又はこれらの行為をする目的を

もって保管する行為(育成者権者又は専用利用権者が前二号に掲げ

る行為について権利を行使する適当な機会がなかった場合に限

る。) 

６ この法律において「指定種苗」とは、種苗(林業の用に供される樹

木の種苗を除く。)のうち、種子、胞子、茎、根、苗、苗木、穂木、



台木、種菌その他政令で定めるもので品質の識別を容易にするため販

売に際して一定の事項を表示する必要があるものとして農林水産大臣

が指定するものをいい、「種苗業者」とは、指定種苗の販売を業とす

る者をいう。 

７ 農林水産大臣は、農業資材審議会の意見を聴いて、農林水産植物に

ついて農林水産省令で定める区分ごとに、第二項の重要な形質を定め、

これを公示するものとする。 

 

第二章 品種登録制度 

第一節 品種登録及び品種登録出願 

(品種登録の要件) 

第三条 次に掲げる要件を備えた品種の育成(人為的変異又は自然的変

異に係る特性を固定し又は検定することをいう。以下同じ。)をした

者又はその承継人(以下「育成者」という。)は、その品種についての

登録(以下「品種登録」という。)を受けることができる。 

一 品種登録出願前に日本国内又は外国において公然知られた他の品

種と特性の全部又は一部によって明確に区別されること。 

二 同一の繁殖の段階に属する植物体のすべてが特性の全部において

十分に類似していること。 



三 繰り返し繁殖させた後においても特性の全部が変化しないこと。 

２ 品種登録出願又は外国に対する品種登録出願に相当する出願に係る

品種につき品種の育成に関する保護が認められた場合には、その品種

は、出願時において公然知られた品種に該当するに至ったものとみな

す。 

第四条 品種登録は、品種登録出願に係る品種(以下「出願品種」とい

う。)の名称が次の各号のいずれかに該当する場合には、受けること

ができない。 

一 一の出願品種につき一でないとき。 

二 出願品種の種苗に係る登録商標又は当該種苗と類似の商品に係る

登録商標と同一又は類似のものであるとき。 

三 出願品種の種苗又は当該種苗と類似の商品に関する役務に係る登

録商標と同一又は類似のものであるとき。 

四 出願品種に関し誤認を生じ、又はその識別に関し混同を生ずるお

それがあるものであるとき(前二号に掲げる場合を除く。)。 

２ 品種登録は、出願品種の種苗又は収穫物が、日本国内において品種

登録出願の日から一年さかのぼった日前に、外国において当該品種登

録出願の日から四年(永年性植物として農林水産省令で定める農林水

産植物の種類に属する品種にあっては、六年)さかのぼった日前に、



それぞれ業として譲渡されていた場合には、受けることができない。

ただし、その譲渡が、試験若しくは研究のためのものである場合又は

育成者の意に反してされたものである場合は、この限りでない。 

(品種登録出願) 

第五条 品種登録を受けようとする者は、農林水産省令で定めるところ

により、次に掲げる事項を記載した願書を農林水産大臣に提出しなけ

ればならない。 

一 出願者の氏名又は名称及び住所又は居所 

二 出願品種の属する農林水産植物の種類 

三 出願品種の名称 

四 出願品種の育成をした者の氏名及び住所又は居所 

五 前各号に掲げるもののほか、農林水産省令で定める事項 

２ 前項の願書には、農林水産省令で定めるところにより、農林水産省

令で定める事項を記載した説明書及び出願品種の植物体の写真を添付

しなければならない。 

３ 育成者が二人以上あるときは、これらの者が共同して品種登録出願

をしなければならない。 

(出願料) 

第六条 出願者は、一件につき四万七千二百円を超えない範囲内で農林



水産省令で定める額の出願料を納付しなければならない。 

２ 前項の規定は、出願者が国(独立行政法人通則法(平成十一年法律第

百三号)第二条第一項に規定する独立行政法人のうち品種の育成に関

する業務を行うものとして政令で定めるものを含む。次項、第四十五

条第二項及び第三項並びに第五十四条第二項において同じ。)である

ときは、適用しない。 

３ 第一項の出願料は、国と国以外の者が共同して品種登録出願をする

場合であって、品種登録により発生することとなる育成者権について

持分の定めがあるときは、同項の規定にかかわらず、同項の農林水産

省令で定める出願料の額に国以外の者の持分の割合を乗じて得た額と

し、国以外の者がその額を納付しなければならない。 

４ 前項の規定により算定した出願料の額に十円未満の端数があるとき

は、その端数は、切り捨てる。 

(出願者の名義の変更) 

第七条 出願者の名義は、変更することができる。 

２ 出願者の名義の変更は、相続その他の一般承継の場合を除き、農林

水産省令で定めるところにより、農林水産大臣に届け出なければ、そ

の効力を生じない。 

３ 出願者について相続その他の一般承継による名義の変更があったと



きは、その一般承継人は、遅滞なく、農林水産省令で定めるところに

より、その旨を農林水産大臣に届け出なければならない。 

(職務育成品種) 

第八条 従業者、法人の業務を執行する役員又は国若しくは地方公共団

体の公務員(以下「従業者等」という。)が育成をした品種については、

その育成がその性質上使用者、法人又は国若しくは地方公共団体(以

下「使用者等」という。)の業務の範囲に属し、かつ、その育成をす

るに至った行為が従業者等の職務に属する品種(以下「職務育成品

種」という。)である場合を除き、あらかじめ使用者等が品種登録出

願をすること、従業者等がした品種登録出願の出願者の名義を使用者

等に変更すること又は従業者等が品種登録を受けた場合には使用者等

に育成者権を承継させ若しくは使用者等のため専用利用権を設定する

ことを定めた契約、勤務規則その他の定めの条項は、無効とする。 

２ 従業者等は、契約、勤務規則その他の定めにより、職務育成品種に

ついて、使用者等が品種登録出願をしたとき、従業者等がした品種登

録出願の出願者の名義を使用者等に変更したとき、又は従業者等が品

種登録を受けた場合において使用者等に育成者権を承継させ若しくは

使用者等のため専用利用権を設定したときは、使用者等に対し、その

職務育成品種により使用者等が受けるべき利益の額及びその職務育成



品種の育成がされるについて使用者等が貢献した程度を考慮して定め

られる対価の支払を請求することができる。 

３ 使用者等又はその一般承継人は、従業者等又はその承継人が職務育

成品種について品種登録を受けたときは、その育成者権について通常

利用権を有する。 

(先願) 

第九条 同一の品種又は特性により明確に区別されない品種について二

以上の品種登録出願があったときは、最先の出願者に限り、品種登録

を受けることができる。 

２ 品種登録出願が取り下げられ、又は却下されたときは、その品種登

録出願は、前項の規定の適用については、初めからなかったものとみ

なす。 

３ 育成者でない者がした品種登録出願は、第一項の規定の適用につい

ては、品種登録出願でないものとみなす。 

(外国人の権利の享有) 

第十条 日本国内に住所及び居所(法人にあっては、営業所)を有しない

外国人は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、育成者権その

他育成者権に関する権利を享有することができない。 

一 その者の属する国又はその者が住所若しくは居所(法人にあって



は、営業所)を有する国が、千九百七十二年十一月十日、千九百七

十八年十月二十三日及び千九百九十一年三月十九日にジュネーヴで

改正された千九百六十一年十二月二日の植物の新品種の保護に関す

る国際条約を締結している国(以下「締約国」という。)又は同条約

を締結している政府間機関(以下「政府間機関」という。)の構成国

(以下「締約国等」と総称する。)である場合 

二 その者の属する国又はその者が住所若しくは居所(法人にあって

は、営業所)を有する国が、千九百七十二年十一月十日及び千九百

七十八年十月二十三日にジュネーヴで改正された千九百六十一年十

二月二日の植物の新品種の保護に関する国際条約を締結している国

(同条約第三十四条(2)の規定により日本国がその国との関係におい

て同条約を適用することとされている国を含む。以下「同盟国」と

いう。)であり、かつ、その者の出願品種につき品種の育成に関す

る保護を認める場合(前号に掲げる場合を除く。) 

三 その者の属する国が、日本国民に対し品種の育成に関してその国

の国民と同一の条件による保護を認める国(その国の国民に対し日

本国が育成者権その他育成者権に関する権利の享有を認めることを

条件として日本国民に対し当該保護を認める国を含む。)であり、

かつ、その者の出願品種につき品種の育成に関する保護を認める場



合(前二号に掲げる場合を除く。) 

(優先権) 

第十一条 次の各号に掲げる者は、当該各号に定める場合には、当該出

願の時に、農林水産省令で定めるところにより、優先権を主張するこ

とができる。 

一 締約国、政府間機関又は同盟国に対する品種登録出願に相当する

出願(以下「締約国出願」と総称する。)をした者又はその承継人

(日本国民、締約国等若しくは同盟国に属する者又は日本国、締約

国等若しくは同盟国に住所若しくは居所(法人にあっては、営業所)

を有する者に限る。) 締約国出願のうち最先の出願をした日(以下

「締約国出願日」という。)の翌日から一年以内に当該締約国出願

に係る品種につき品種登録出願をする場合 

二 前条第三号に規定する国であって日本国民に対し日本国と同一の

条件により優先権の主張を認めるもの(締約国及び同盟国を除く。

以下「特定国」という。)に対する品種登録出願に相当する出願(以

下「特定国出願」という。)をした者又はその承継人(日本国民又は

当該特定国に属する者に限る。) 特定国出願のうち最先の出願(当

該特定国に属する者にあっては、当該特定国出願)をした日(以下

「特定国出願日」という。)の翌日から一年以内に当該特定国出願



に係る品種につき品種登録出願をする場合 

２ 出願者が前項の規定により優先権を主張した場合には、締約国出願

日又は特定国出願日から品種登録出願をした日までの間にされた当該

出願品種と同一の品種又は特性により明確に区別されない品種につい

ての品種登録出願、公表、譲渡その他の行為は、当該品種登録出願に

ついての品種登録を妨げる事由とはならない。 

(品種登録出願の補正) 

第十二条 農林水産大臣は、次に掲げる場合は、相当の期間を指定して、

品種登録出願の補正をすべきことを命ずることができる。 

一 品種登録出願がこの法律又はこの法律に基づく命令で定める方式

に違反しているとき。 

二 出願者が第六条第一項の規定により納付すべき出願料を納付しな

いとき。 

２ 農林水産大臣は、前項の規定により品種登録出願の補正をすべきこ

とを命じられた者が同項の規定により指定した期間内にその補正をし

ないときは、その品種登録出願を却下することができる。 

第二節 出願公表 

(出願公表) 

第十三条 農林水産大臣は、品種登録出願を受理したとき(前条第一項



の規定により品種登録出願の補正をすべきことを命じた場合にあって

は、その補正が行われたとき)は、遅滞なく、次に掲げる事項を公示

して、その品種登録出願について出願公表をしなければならない。 

一 品種登録出願の番号及び年月日 

二 出願者の氏名又は名称及び住所又は居所 

三 出願品種の属する農林水産植物の種類 

四 出願品種の名称 

五 出願公表の年月日 

六 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

２ 農林水産大臣は、出願公表があった後に、品種登録出願が放棄され、

取り下げられ、若しくは却下されたとき、又は品種登録出願が拒絶さ

れたときは、その旨を公示しなければならない。 

(出願公表の効果等) 

第十四条 出願者は、出願公表があった後に出願品種の内容を記載した

書面を提示して警告をしたときは、その警告後品種登録前にその出願

品種、当該出願品種と特性により明確に区別されない品種又は当該出

願品種が品種登録された場合に第二十条第二項各号に該当することと

なる品種を業として利用した者に対し、その出願品種が品種登録を受

けた場合にその利用に対し受けるべき金銭の額に相当する額の補償金



の支払を請求することができる。当該警告をしない場合においても、

出願公表に係る出願品種(当該出願品種と特性により明確に区別され

ない品種及び当該出願品種が品種登録された場合に同項各号に該当す

ることとなる品種を含む。以下この条において同じ。)であることを

知って品種登録前にその出願品種を業として利用した者に対しては、

同様とする。 

２ 前項の規定による請求権は、品種登録があった後でなければ、行使

することができない。 

３ 第一項の規定による請求権の行使は、育成者権の行使を妨げない。 

４ 出願公表後に品種登録出願が放棄され、取り下げられ、若しくは却

下されたとき、品種登録出願が拒絶されたとき、第四十九条第一項第

一号若しくは第四号の規定により品種登録が取り消されたとき、品種

登録についての行政不服審査法(昭和三十七年法律第百六十号)に基づ

く異議申立てが理由があるとしてこれを取り消す決定が確定したとき、

又は品種登録を取り消し、若しくは無効を確認する判決が確定したと

きは、第一項の規定による請求権は、初めから生じなかったものとみ

なす。 

５ 第三十六条から第三十八条まで及び第四十条から第四十三条まで並

びに民法(明治二十九年法律第八十九号)第七百十九条及び第七百二十



四条の規定は、第一項の規定による請求権を行使する場合に準用する。

この場合において、当該請求権を有する者が品種登録前に当該品種登

録出願に係る出願品種の利用の事実及びその利用をした者を知ったと

きは、同条中「被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った

時」とあるのは、「品種登録の日」と読み替えるものとする。 

 

第三節 審査 

(出願品種の審査) 

第十五条 農林水産大臣は、出願者に対し、出願品種の審査のために必

要な出願品種の植物体の全部又は一部その他の資料の提出を命ずるこ

とができる。 

２ 農林水産大臣は、出願品種の審査をするに当たっては、その職員に

現地調査を行わせ、又は独立行政法人種苗管理センター(以下「種苗

管理センター」という。)に栽培試験を行わせるものとする。ただし、

出願品種の審査上その必要がないと認められる場合は、この限りでな

い。 

３ 農林水産大臣は、前項の規定による現地調査を関係行政機関、学校

その他適当と認める者に依頼することができる。 

４ 栽培試験の項目、試験方法その他第二項の栽培試験の実施に関して



必要な事項は、農林水産省令で定める。 

５ 種苗管理センターは、農林水産大臣の同意を得て、第二項の規定に

よる栽培試験を関係行政機関、学校その他適当と認める者に依頼する

ことができる。 

６ 農林水産大臣は、第二項の栽培試験の業務の適正な実施を確保する

ため必要があると認めるときは、種苗管理センターに対し、当該業務

に関し必要な命令をすることができる。 

(名称の変更命令) 

第十六条 農林水産大臣は、出願品種の名称が第四条第一項各号のいず

れかに該当するときは、出願者に対し、相当の期間を指定して、出願

品種の名称を同項各号のいずれにも該当しない名称に変更すべきこと

を命ずることができる。 

２ 農林水産大臣は、出願公表があった後に、前項の規定により名称が

変更されたときは、その旨を公示しなければならない。 

(品種登録出願の拒絶) 

第十七条 農林水産大臣は、品種登録出願が次の各号のいずれかに該当

するときは、その品種登録出願について、文書により拒絶しなければ

ならない。 

一 その出願品種が、第三条第一項、第四条第二項、第五条第三項、



第九条第一項又は第十条の規定により、品種登録をすることができ

ないものであるとき。 

二 その出願者が、正当な理由がないのに、第十五条第一項の規定に

よる命令に従わず、同条第二項の規定による現地調査を拒み、又は

前条第一項の規定による命令に従わないとき。 

２ 農林水産大臣は、前項の規定により品種登録出願について拒絶しよ

うとするときは、その出願者に対し、拒絶の理由を通知し、相当の期

間を指定して、意見書を提出する機会を与えなければならない。 

(品種登録) 

第十八条 農林水産大臣は、品種登録出願につき前条第一項の規定によ

り拒絶する場合を除き、品種登録をしなければならない。 

２ 品種登録は、品種登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとす

る。 

一 品種登録の番号及び年月日 

二 品種の属する農林水産植物の種類 

三 品種の名称 

四 品種の特性 

五 育成者権の存続期間 

六 品種登録を受ける者の氏名又は名称及び住所又は居所 



七 前各号に掲げるもののほか、農林水産省令で定める事項 

３ 農林水産大臣は、第一項の規定による品種登録をしたときは、当該

品種登録を受けた者に対しその旨を通知するとともに、農林水産省令

で定める事項を公示しなければならない。 

第四節 育成者権 

(育成者権の発生及び存続期間) 

第十九条 育成者権は、品種登録により発生する。 

２ 育成者権の存続期間は、品種登録の日から二十五年(第四条第二項

に規定する品種にあっては、三十年)とする。 

(育成者権の効力) 

第二十条 育成者権者は、品種登録を受けている品種(以下「登録品

種」という。)及び当該登録品種と特性により明確に区別されない品

種を業として利用する権利を専有する。ただし、その育成者権につい

て専用利用権を設定したときは、専用利用権者がこれらの品種を利用

する権利を専有する範囲については、この限りでない。 

２ 登録品種の育成者権者は、当該登録品種に係る次に掲げる品種が品

種登録された場合にこれらの品種の育成者が当該品種について有する

こととなる権利と同一の種類の権利を専有する。この場合においては、

前項ただし書の規定を準用する。 



一 変異体の選抜、戻し交雑、遺伝子組換えその他の農林水産省令で

定める方法により、登録品種の主たる特性を保持しつつ特性の一部

を変化させて育成され、かつ、特性により当該登録品種と明確に区

別できる品種 

二 その品種の繁殖のため常に登録品種の植物体を交雑させる必要が

ある品種 

３ 登録品種が、前項第一号の農林水産省令で定める方法により、当該

登録品種以外の品種の主たる特性を保持しつつ特性の一部を変化させ

て育成された品種である場合における同項及び次条第二項の規定の適

用については、前項中「次に」とあるのは「第二号に」と、同条第二

項中「前条第二項各号」とあるのは「前条第二項第二号」とする。 

(育成者権の効力が及ばない範囲) 

第二十一条 育成者権の効力は、次に掲げる行為には、及ばない。 

一 新品種の育成その他の試験又は研究のためにする品種の利用 

二 登録品種(登録品種と特性により明確に区別されない品種を含む。

以下この項において同じ。)の育成をする方法についての特許権を

有する者又はその特許につき専用実施権若しくは通常実施権を有す

る者が当該特許に係る方法により登録品種の種苗を生産し、又は当

該種苗を調整し、譲渡の申出をし、譲渡し、輸出し、輸入し、若し



くはこれらの行為をする目的をもって保管する行為 

三 前号の特許権の消滅後において、同号の特許に係る方法により登

録品種の種苗を生産し、又は当該種苗を調整し、譲渡の申出をし、

譲渡し、輸出し、輸入し、若しくはこれらの行為をする目的をもっ

て保管する行為 

四 前二号の種苗を用いることにより得られる収穫物を生産し、譲渡

若しくは貸渡しの申出をし、譲渡し、貸し渡し、輸出し、輸入し、

又はこれらの行為をする目的をもって保管する行為 

五 前号の収穫物に係る加工品を生産し、譲渡若しくは貸渡しの申出

をし、譲渡し、貸し渡し、輸出し、輸入し、又はこれらの行為をす

る目的をもって保管する行為 

２ 農業を営む者で政令で定めるものが、最初に育成者権者、専用利用

権者又は通常利用権者により譲渡された登録品種、登録品種と特性に

より明確に区別されない品種及び登録品種に係る前条第二項各号に掲

げる品種(以下「登録品種等」と総称する。)の種苗を用いて収穫物を

得、その収穫物を自己の農業経営において更に種苗として用いる場合

には、育成者権の効力は、その更に用いた種苗、これを用いて得た収

穫物及びその収穫物に係る加工品には及ばない。ただし、契約で別段

の定めをした場合は、この限りでない。 



３ 前項の規定は、農林水産省令で定める栄養繁殖をする植物に属する

品種の種苗を用いる場合は、適用しない。 

４ 育成者権者、専用利用権者若しくは通常利用権者の行為又は第一項

各号に掲げる行為により登録品種等の種苗、収穫物又は加工品が譲渡

されたときは、当該登録品種の育成者権の効力は、その譲渡された種

苗、収穫物又は加工品の利用には及ばない。ただし、当該登録品種等

の種苗を生産する行為、当該登録品種につき品種の育成に関する保護

を認めていない国に対し種苗を輸出する行為及び当該国に対し最終消

費以外の目的をもって収穫物を輸出する行為については、この限りで

ない。 

(名称を使用する義務等) 

第二十二条 登録品種(登録品種であった品種を含む。以下この条にお

いて同じ。)の種苗を業として譲渡の申出をし、又は譲渡する場合に

は、当該登録品種の名称(第四十八条第二項の規定により名称が変更

された場合にあっては、その変更後の名称)を使用しなければならな

い。 

２ 登録品種が属する農林水産植物の種類又はこれと類似の農林水産植

物の種類として農林水産省令で定めるものに属する当該登録品種以外

の品種の種苗を業として譲渡の申出をし、又は譲渡する場合には、当



該登録品種の名称を使用してはならない。 

(共有に係る育成者権) 

第二十三条 育成者権が共有に係るときは、各共有者は、他の共有者の

同意を得なければ、その持分を譲渡し、又はその持分を目的として質

権を設定することができない。 

２ 育成者権が共有に係るときは、各共有者は、契約で別段の定めをし

た場合を除き、他の共有者の同意を得ないでその登録品種等を利用す

ることができる。 

３ 育成者権が共有に係るときは、各共有者は、他の共有者の同意を得

なければ、その育成者権について専用利用権を設定し、又は他人に通

常利用権を許諾することができない。 

(法人が解散した場合等における育成者権の消滅) 

第二十四条 育成者権は、次に掲げる場合には、消滅する。 

一 育成者権者である法人が解散した場合において、その育成者権が

民法第七十二条第三項その他これに準ずる法律の規定により国庫に

帰属すべきこととなるとき。 

二 育成者権者である個人が死亡した場合において、その育成者権が

民法第九百五十九条の規定により国庫に帰属すべきこととなるとき。 



(専用利用権) 

第二十五条 育成者権者は、その育成者権について専用利用権を設定す

ることができる。 

２ 専用利用権者は、設定行為で定めた範囲内において、業としてその

登録品種等を利用する権利を専有する。 

３ 専用利用権は、品種の利用の事業とともにする場合、育成者権者の

承諾を得た場合及び相続その他の一般承継の場合に限り、移転するこ

とができる。 

４ 専用利用権者は、育成者権者の承諾を得た場合に限り、その専用利

用権について質権を設定し、又は他人に通常利用権を許諾することが

できる。 

５ 第二十三条の規定は、専用利用権に準用する。 

(通常利用権) 

第二十六条 育成者権者は、その育成者権について他人に通常利用権を

許諾することができる。 

２ 通常利用権者は、この法律の規定により又は設定行為で定めた範囲

内において、業としてその登録品種等を利用する権利を有する。 

(先育成による通常利用権) 

第二十七条 登録品種の育成をした者よりも先に当該登録品種と同一の



品種又は特性により明確に区別されない品種の育成をした者は、その

登録品種に係る育成者権について通常利用権を有する。 

(裁定) 

第二十八条 登録品種等の利用が継続して二年以上日本国内において適

当にされていないとき、又は登録品種等の利用が公共の利益のため特

に必要であるときは、当該登録品種等につき業として利用しようとす

る者は、当該登録品種の育成者権者又は専用利用権者に対し通常利用

権の許諾につき協議を求めることができる。 

２ 前項の協議が成立せず、又は協議をすることができないときは、同

項に規定する者は、農林水産大臣の裁定を申請することができる。 

３ 農林水産大臣は、前項の規定による申請があったときは、その旨を

当該申請に係る育成者権者又は専用利用権者その他その登録品種に関

し登録した権利を有する者に対し、文書をもって通知し、相当の期間

を指定して、意見を述べる機会を与えなければならない。 

４ 農林水産大臣は、登録品種等につき利用がされることが公共の利益

のため特に必要である場合を除き、当該登録品種等につき利用が適当

にされていないことについて正当な理由がある場合は、通常利用権を

設定すべき旨の裁定をしてはならない。 

５ 農林水産大臣は、第二項の裁定をしようとするときは、農業資材審



議会の意見を聴かなければならない。 

６ 通常利用権を設定すべき旨の裁定においては、通常利用権を設定す

べき範囲並びに対価及びその支払の方法を定めなければならない。 

７ 農林水産大臣は、第二項の裁定をしたときは、その旨を当事者及び

当事者以外の者であってその登録品種に関し登録した権利を有するも

のに通知しなければならない。 

８ 前項の規定により当事者に第六項に規定する裁定の通知があったと

きは、当該裁定で定めるところにより、当事者間に協議が成立したも

のとみなす。 

(通常利用権の移転等) 

第二十九条 通常利用権は、前条第二項の裁定による通常利用権を除き、

品種の利用の事業とともにする場合、育成者権者(専用利用権につい

ての通常利用権にあっては、育成者権者及び専用利用権者。次項にお

いて同じ。)の承諾を得た場合及び相続その他の一般承継の場合に限

り、移転することができる。 

２ 通常利用権者は、前条第二項の裁定による通常利用権を除き、育成

者権者の承諾を得た場合に限り、その通常利用権について質権を設定

することができる。 

３ 前条第二項の裁定による通常利用権は、品種の利用の事業とともに



する場合に限り、移転することができる。 

４ 第二十三条第一項及び第二項の規定は、通常利用権に準用する。 

(質権) 

第三十条 育成者権、専用利用権又は通常利用権を目的として質権を設

定したときは、質権者は、契約で別段の定めをした場合を除き、当該

登録品種等を利用することができない。 

２ 育成者権、専用利用権又は通常利用権を目的とする質権は、育成者

権、専用利用権若しくは通常利用権の対価又は登録品種等の利用に対

しその育成者権者若しくは専用利用権者が受けるべき金銭その他の物

に対しても、行うことができる。ただし、その払渡し又は引渡し前に

差押えをしなければならない。 

(育成者権等の放棄) 

第三十一条 育成者権者は、専用利用権者、質権者又は第八条第三項、

第二十五条第四項若しくは第二十六条第一項の規定による通常利用権

者があるときは、これらの者の承諾を得た場合に限り、その育成者権

を放棄することができる。 

２ 専用利用権者は、質権者又は第二十五条第四項の規定による通常利

用権者があるときは、これらの者の承諾を得た場合に限り、その専用

利用権を放棄することができる。 



３ 通常利用権者は、質権者があるときは、その承諾を得た場合に限り、

その通常利用権を放棄することができる。 

(登録の効果) 

第三十二条 次に掲げる事項は、登録しなければ、その効力を生じない。 

一 育成者権の移転(相続その他の一般承継によるものを除く。)、放

棄による消滅又は処分の制限 

二 専用利用権の設定、移転(相続その他の一般承継によるものを除

く。)、変更、消滅(混同又は育成者権の消滅によるものを除く。)

又は処分の制限 

三 育成者権又は専用利用権を目的とする質権の設定、移転(相続そ

の他の一般承継によるものを除く。)、変更、消滅(混同又は担保す

る債権の消滅によるものを除く。)又は処分の制限 

２ 前項各号の相続その他の一般承継の場合は、遅滞なく、農林水産省

令で定めるところにより、その旨を農林水産大臣に届け出なければな

らない。 

３ 通常利用権は、その登録をしたときは、その育成者権若しくは専用

利用権又はその育成者権についての専用利用権をその後に取得した者

に対しても、その効力を生ずる。 

４ 第八条第三項又は第二十七条の規定による通常利用権は、登録しな



くても、前項の効力を有する。 

５ 通常利用権の移転、変更、消滅若しくは処分の制限又は通常利用権

を目的とする質権の設定、移転、変更、消滅若しくは処分の制限は、

登録しなければ、第三者に対抗することができない。 

第五節 権利侵害 

(差止請求権) 

第三十三条 育成者権者又は専用利用権者は、自己の育成者権又は専用

利用権を侵害する者又は侵害するおそれがある者に対し、その侵害の

停止又は予防を請求することができる。 

２ 育成者権者又は専用利用権者は、前項の規定による請求をするに際

し、侵害の行為を組成した種苗、収穫物若しくは加工品又は侵害の行

為に供した物の廃棄その他の侵害の予防に必要な行為を請求すること

ができる。 

(損害の額の推定等) 

第三十四条 育成者権者又は専用利用権者が故意又は過失により自己の

育成者権又は専用利用権を侵害した者に対しその侵害により自己が受

けた損害の賠償を請求する場合において、その者がその侵害の行為を

組成した種苗、収穫物又は加工品を譲渡したときは、その譲渡した種

苗、収穫物又は加工品の数量(以下この項において「譲渡数量」とい



う。)に、育成者権者又は専用利用権者がその侵害の行為がなければ

販売することができた種苗、収穫物又は加工品の単位数量当たりの利

益の額を乗じて得た額を、育成者権者又は専用利用権者の利用の能力

に応じた額を超えない限度において、育成者権者又は専用利用権者が

受けた損害の額とすることができる。ただし、譲渡数量の全部又は一

部に相当する数量を育成者権者又は専用利用権者が販売することがで

きないとする事情があるときは、当該事情に相当する数量に応じた額

を控除するものとする。 

２ 育成者権者又は専用利用権者が故意又は過失により自己の育成者権

又は専用利用権を侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害

の賠償を請求する場合において、その者がその侵害の行為により利益

を受けているときは、その利益の額は、育成者権者又は専用利用権者

が受けた損害の額と推定する。 

３ 育成者権者又は専用利用権者は、故意又は過失により自己の育成者

権又は専用利用権を侵害した者に対し、その登録品種等の利用に対し

受けるべき金銭の額に相当する額の金銭を、自己が受けた損害の額と

してその賠償を請求することができる。 

４ 前項の規定は、同項に規定する金額を超える損害の賠償の請求を妨

げない。この場合において、育成者権又は専用利用権を侵害した者に



故意又は重大な過失がなかったときは、裁判所は、損害の賠償の額を

定めるについて、これを参酌することができる。 

(過失の推定) 

第三十五条 他人の育成者権又は専用利用権を侵害した者は、その侵害

の行為について過失があったものと推定する。 

(具体的態様の明示義務) 

第三十六条 育成者権又は専用利用権の侵害に係る訴訟において、育成

者権者又は専用利用権者が侵害の行為を組成したものとして主張する

種苗、収穫物又は加工品の具体的態様を否認するときは、相手方は、

自己の行為の具体的態様を明らかにしなければならない。ただし、相

手方において明らかにすることができない相当の理由があるときは、

この限りでない。 

(書類の提出等) 

第三十七条 裁判所は、育成者権又は専用利用権の侵害に係る訴訟にお

いては、当事者の申立てにより、当事者に対し、当該侵害の行為につ

いて立証するため、又は当該侵害の行為による損害の計算をするため

必要な書類の提出を命ずることができる。ただし、その書類の所持者

においてその提出を拒むことについて正当な理由があるときは、この

限りでない。 



２ 裁判所は、前項ただし書に規定する正当な理由があるかどうかの判

断をするため必要があると認めるときは、書類の所持者にその提示を

させることができる。この場合においては、何人も、その提示された

書類の開示を求めることができない。 

３ 裁判所は、前項の場合において、第一項ただし書に規定する正当な

理由があるかどうかについて前項後段の書類を開示してその意見を聴

くことが必要であると認めるときは、当事者等(当事者(法人である場

合にあっては、その代表者)又は当事者の代理人(訴訟代理人及び補佐

人を除く。)、使用人その他の従業者をいう。以下同じ。)、訴訟代理

人又は補佐人に対し、当該書類を開示することができる。 

４ 前三項の規定は、育成者権又は専用利用権の侵害に係る訴訟におけ

る当該侵害の行為について立証するため必要な検証の目的の提示につ

いて準用する。 

(損害計算のための鑑定) 

第三十八条 育成者権又は専用利用権の侵害に係る訴訟において、当事

者の申立てにより、裁判所が当該侵害の行為による損害の計算をする

ため必要な事項について鑑定を命じたときは、当事者は、鑑定人に対

し、当該鑑定をするため必要な事項について説明しなければならない。 



(相当な損害額の認定) 

第三十九条 育成者権又は専用利用権の侵害に係る訴訟において、損害

が生じたことが認められる場合において、損害額を立証するために必

要な事実を立証することが当該事実の性質上極めて困難であるときは、

裁判所は、口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に基づき、相当な損

害額を認定することができる。 

(秘密保持命令) 

第四十条 裁判所は、育成者権又は専用利用権の侵害に係る訴訟におい

て、その当事者が保有する営業秘密(不正競争防止法(平成五年法律第

四十七号)第二条第六項に規定する営業秘密をいう。以下同じ。)につ

いて、次に掲げる事由のいずれにも該当することにつき疎明があった

場合には、当事者の申立てにより、決定で、当事者等、訴訟代理人又

は補佐人に対し、当該営業秘密を当該訴訟の追行の目的以外の目的で

使用し、又は当該営業秘密に係るこの項の規定による命令を受けた者

以外の者に開示してはならない旨を命ずることができる。ただし、そ

の申立ての時までに当事者等、訴訟代理人又は補佐人が第一号に規定

する準備書面の閲読又は同号に規定する証拠の取調べ若しくは開示以

外の方法により当該営業秘密を取得し、又は保有していた場合は、こ

の限りでない。 



一 既に提出され若しくは提出されるべき準備書面に当事者の保有す

る営業秘密が記載され、又は既に取り調べられ若しくは取り調べら

れるべき証拠(第三十七条第三項の規定により開示された書類又は

第四十三条第四項の規定により開示された書面を含む。)の内容に

当事者の保有する営業秘密が含まれること。 

二 前号の営業秘密が当該訴訟の追行の目的以外の目的で使用され、

又は当該営業秘密が開示されることにより、当該営業秘密に基づく

当事者の事業活動に支障を生ずるおそれがあり、これを防止するた

め当該営業秘密の使用又は開示を制限する必要があること。 

２ 前項の規定による命令(以下「秘密保持命令」という。)の申立ては、

次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 

一 秘密保持命令を受けるべき者 

二 秘密保持命令の対象となるべき営業秘密を特定するに足りる事実 

三 前項各号に掲げる事由に該当する事実 

３ 秘密保持命令が発せられた場合には、その決定書を秘密保持命令を

受けた者に送達しなければならない。 

４ 秘密保持命令は、秘密保持命令を受けた者に対する決定書の送達が

された時から、効力を生ずる。 

５ 秘密保持命令の申立てを却下した裁判に対しては、即時抗告をする



ことができる。 

(秘密保持命令の取消し) 

第四十一条 秘密保持命令の申立てをした者又は秘密保持命令を受けた

者は、訴訟記録の存する裁判所(訴訟記録の存する裁判所がない場合

にあっては、秘密保持命令を発した裁判所)に対し、前条第一項に規

定する要件を欠くこと又はこれを欠くに至ったことを理由として、秘

密保持命令の取消しの申立てをすることができる。 

２ 秘密保持命令の取消しの申立てについての裁判があった場合には、

その決定書をその申立てをした者及び相手方に送達しなければならな

い。 

３ 秘密保持命令の取消しの申立てについての裁判に対しては、即時抗

告をすることができる。 

４ 秘密保持命令を取り消す裁判は、確定しなければその効力を生じな

い。 

５ 裁判所は、秘密保持命令を取り消す裁判をした場合において、秘密

保持命令の取消しの申立てをした者又は相手方以外に当該秘密保持命

令が発せられた訴訟において当該営業秘密に係る秘密保持命令を受け

ている者があるときは、その者に対し、直ちに、秘密保持命令を取り

消す裁判をした旨を通知しなければならない。 



(訴訟記録の閲覧等の請求の通知等) 

第四十二条 秘密保持命令が発せられた訴訟(すべての秘密保持命令が

取り消された訴訟を除く。)に係る訴訟記録につき、民事訴訟法(平成

八年法律第百九号)第九十二条第一項の決定があった場合において、

当事者から同項に規定する秘密記載部分の閲覧等の請求があり、かつ、

その請求の手続を行った者が当該訴訟において秘密保持命令を受けて

いない者であるときは、裁判所書記官は、同項の申立てをした当事者

(その請求をした者を除く。第三項において同じ。)に対し、その請求

後直ちに、その請求があった旨を通知しなければならない。 

２ 前項の場合において、裁判所書記官は、同項の請求があった日から

二週間を経過する日までの間(その請求の手続を行った者に対する秘

密保持命令の申立てがその日までにされた場合にあっては、その申立

てについての裁判が確定するまでの間)、その請求の手続を行った者

に同項の秘密記載部分の閲覧等をさせてはならない。 

３ 前二項の規定は、第一項の請求をした者に同項の秘密記載部分の閲

覧等をさせることについて民事訴訟法第九十二条第一項の申立てをし

た当事者のすべての同意があるときは、適用しない。 

(当事者尋問等の公開停止) 

第四十三条 育成者権又は専用利用権の侵害に係る訴訟における当事者



等が、その侵害の有無についての判断の基礎となる事項であって当事

者の保有する営業秘密に該当するものについて、当事者本人若しくは

法定代理人又は証人として尋問を受ける場合においては、裁判所は、

裁判官の全員一致により、その当事者等が公開の法廷で当該事項につ

いて陳述をすることにより当該営業秘密に基づく当事者の事業活動に

著しい支障を生ずることが明らかであることから当該事項について十

分な陳述をすることができず、かつ、当該陳述を欠くことにより他の

証拠のみによっては当該事項を判断の基礎とすべき育成者権又は専用

利用権の侵害の有無についての適正な裁判をすることができないと認

めるときは、決定で、当該事項の尋問を公開しないで行うことができ

る。 

２ 裁判所は、前項の決定をするに当たっては、あらかじめ、当事者等

の意見を聴かなければならない。 

３ 裁判所は、前項の場合において、必要があると認めるときは、当事

者等にその陳述すべき事項の要領を記載した書面の提示をさせること

ができる。この場合においては、何人も、その提示された書面の開示

を求めることができない。 

４ 裁判所は、前項後段の書面を開示してその意見を聴くことが必要で

あると認めるときは、当事者等、訴訟代理人又は補佐人に対し、当該



書面を開示することができる。 

５ 裁判所は、第一項の規定により当該事項の尋問を公開しないで行う

ときは、公衆を退廷させる前に、その旨を理由とともに言い渡さなけ

ればならない。当該事項の尋問が終了したときは、再び公衆を入廷さ

せなければならない。 

(信用回復の措置) 

第四十四条 故意又は過失により育成者権又は専用利用権を侵害したこ

とにより育成者権者又は専用利用権者の業務上の信用を害した者に対

しては、裁判所は、育成者権者又は専用利用権者の請求により、損害

の賠償に代え、又は損害の賠償とともに、育成者権者又は専用利用権

者の業務上の信用を回復するのに必要な措置を命ずることができる。 

第六節 品種登録の維持及び取消し 

(登録料) 

第四十五条 育成者権者は、第十九条第二項に規定する存続期間の満了

までの各年について、一件ごとに、三万六千円を超えない範囲内で農

林水産省令で定める額の登録料を納付しなければならない。 

２ 前項の規定は、育成者権者が国であるときは、適用しない。 

３ 第一項の登録料は、育成者権が国と国以外の者との共有に係る場合

であって持分の定めがあるときは、同項の規定にかかわらず、同項の



農林水産省令で定める登録料の額に国以外の者の持分の割合を乗じて

得た額とし、国以外の者がその額を納付しなければならない。 

４ 前項の規定により算定した登録料の額に十円未満の端数があるとき

は、その端数は、切り捨てる。 

５ 第一項の規定による第一年分の登録料は、第十八条第三項の規定に

よる公示があった日から三十日以内に納付しなければならない。 

６ 第一項の規定による第二年以後の各年分の登録料は、前年以前に納

付しなければならない。 

７ 前項に規定する期間内に登録料を納付することができないときは、

その期間が経過した後であっても、その期間の経過後六月以内にその

登録料を追納することができる。 

８ 前項の規定により登録料を追納する育成者権者は、第一項の規定に

より納付すべき登録料のほか、その登録料と同額の割増登録料を納付

しなければならない。 

(利害関係人による登録料の納付) 

第四十六条 利害関係人は、育成者権者の意に反しても、登録料を納付

することができる。 

２ 前項の規定により登録料を納付した利害関係人は、育成者権者が現

に利益を受ける限度においてその費用の償還を請求することができる。 



(登録品種の調査) 

第四十七条 農林水産大臣は、登録品種の特性が保持されているかどう

かについて調査の必要があると認める場合は、育成者権者又は専用利

用権者に対し登録品種の植物体の全部又は一部その他の資料の提出を

命ずることができる。 

２ 農林水産大臣は、前項に規定する場合には、その職員に現地調査を

行わせ、又は種苗管理センターに栽培試験を行わせるものとする。 

３ 第十五条第三項から第六項までの規定は、前項の現地調査又は栽培

試験に準用する。 

(登録品種の名称の変更) 

第四十八条 農林水産大臣は、登録品種の名称が第四条第一項第二号か

ら第四号までのいずれかに該当する場合であることが判明したときは、

利害関係人の申立てにより又は職権で、育成者権者に対し、相当の期

間を指定して、当該登録品種について同項各号のいずれにも該当しな

い名称を提出すべきことを命ずることができる。 

２ 農林水産大臣は、前項の規定により第四条第一項各号のいずれにも

該当しない名称が提出されたときは、品種登録簿に記載して当該登録

品種の名称をその提出された名称に変更しなければならない。 

３ 農林水産大臣は、前項の規定により登録品種の名称を変更したとき



は、その旨を、当該登録品種の育成者権者に通知するとともに、公示

しなければならない。 

(品種登録の取消し) 

第四十九条 農林水産大臣は、次に掲げる場合には、品種登録を取り消

さなければならない。 

一 その品種登録が第三条第一項、第四条第二項、第五条第三項、第

九条第一項又は第十条の規定に違反してされたことが判明したとき。 

二 品種登録がされた後において、登録品種が第三条第一項第二号又

は第三号に掲げる要件を備えなくなったことが判明したとき。 

三 品種登録がされた後において、育成者権者が第十条の規定により

育成者権を享有することができない者になったとき。 

四 第四十五条第五項に規定する期間内に第一年分の登録料が納付さ

れないとき。 

五 第四十五条第七項に規定する期間内に登録料及び割増登録料が納

付されないとき。 

六 第四十七条第一項の規定により資料の提出を命じられた者が正当

な理由なく命令に従わないとき。 

七 前条第一項の規定により登録品種の名称の提出を命じられた者が

正当な理由なく命令に従わないとき。 



２ 前項第一号から第三号まで、第六号又は第七号の規定による品種登

録の取消しに係る聴聞は、当該品種登録に係る育成者権に係る専用利

用権者その他登録した権利を有する者に対し、相当な期間をおいて通

知した上で行わなければならない。 

３ 前項の聴聞の主宰者は、行政手続法(平成五年法律第八十八号)第十

七条第一項の規定により前項に規定する者が当該聴聞に関する手続に

参加することを求めたときは、これを許可しなければならない。 

４ 育成者権は、第一項の規定により品種登録が取り消されたときは、

消滅する。ただし、次の各号に掲げる場合は、育成者権は、当該各号

に定める時にさかのぼって消滅したものとみなす。 

一 第一項第一号又は第四号に該当する場合 品種登録の時 

二 第一項第三号に該当する場合 同号に該当するに至った時 

三 第一項第五号に該当する場合 第四十五条第六項に規定する期間

が経過した時 

５ 農林水産大臣は、第一項の規定による品種登録の取消しをしたとき

は、その旨を、当該品種登録に係る育成者権者に通知するとともに、

公示しなければならない。 

６ 第一項第四号又は第五号の規定による品種登録の取消しについては、

行政手続法第三章(第十二条及び第十四条を除く。)の規定は、適用し



ない。 

第七節 雑則 

(在外者の裁判籍) 

第五十条 日本国内に住所及び居所(法人にあっては、営業所)を有しな

い者の育成者権その他育成者権に関する権利については、農林水産省

の所在地をもって民事訴訟法第五条第四号の財産の所在地とみなす。 

(品種登録についての異議申立ての特則) 

第五十一条 品種登録についての異議申立てについては、行政不服審査

法第四十五条の規定は適用せず、かつ、同法第四十八条の規定にかか

わらず、同法第十四条第三項の規定は準用しない。 

２ 品種登録についての行政不服審査法に基づく異議申立ての審理は、

当該品種登録に係る育成者権者又は専用利用権者その他登録した権利

を有する者に対し、相当な期間をおいて通知した上で行わなければな

らない。 

３ 農林水産大臣は、前項の規定により通知を受けた者が当該異議申立

てに参加することを求めたときは、これを許可しなければならない。 

(品種登録簿への登録等) 

第五十二条 次に掲げる事項は、農林水産省に備える品種登録簿に登録

する。 



一 育成者権の設定、移転、消滅又は処分の制限 

二 専用利用権又は通常利用権の設定、保存、移転、変更、消滅又は

処分の制限 

三 育成者権、専用利用権又は通常利用権を目的とする質権の設定、

移転、変更、消滅又は処分の制限 

２ この法律に定めるもののほか、品種登録及び品種登録簿に関して必

要な事項は、農林水産省令で定める。 

(証明等の請求) 

第五十三条 何人も、農林水産大臣に対し、農林水産省令で定めるとこ

ろにより、次に掲げる請求をすることができる。 

一 品種登録出願及び登録品種に関する証明の請求 

二 品種登録簿の謄本又は抄本の交付の請求 

三 品種登録簿又は第五条第一項の願書若しくはこれに添付した写真

その他の資料(農林水産大臣が秘密を保持する必要があると認める

ものを除く。)の閲覧又は謄写の請求 

２ 品種登録簿又は第五条第一項の願書若しくはこれに添付した写真そ

の他の資料(次項において「品種登録簿等」という。)については、行

政機関の保有する情報の公開に関する法律(平成十一年法律第四十二

号)の規定は、適用しない。 



３ 品種登録簿等に記録されている保有個人情報(行政機関の保有する

個人情報の保護に関する法律(平成十五年法律第五十八号)第二条第三

項に規定する保有個人情報をいう。)については、同法第四章の規定

は、適用しない。 

(手数料) 

第五十四条 前条第一項の規定による請求をする者は、実費を勘案して

農林水産省令で定める額の手数料を納付しなければならない。 

２ 前項の規定は、同項の規定により手数料を納付すべき者が国である

ときは、適用しない。 

(品種登録表示) 

第五十五条 登録品種の種苗を業として譲渡する者は、農林水産省令で

定めるところにより、その譲渡する登録品種の種苗又はその種苗の包

装にその種苗が品種登録に係る旨の表示(以下「品種登録表示」とい

う 

 。)を付するように努めなければならない。 

(虚偽表示の禁止) 

第五十六条 何人も、次に掲げる行為をしてはならない。 

一 登録品種以外の品種の種苗又はその種苗の包装に品種登録表示又

はこれと紛らわしい表示を付する行為 



二 登録品種以外の品種の種苗であって、その種苗又はその種苗の包

装に品種登録表示又はこれと紛らわしい表示を付したものの譲渡又

は譲渡のための展示をする行為 

三 登録品種以外の品種の種苗を譲渡するため、広告にその種苗が品

種登録に係る旨を表示し、又はこれと紛らわしい表示をする行為 

(条約の効力) 

第五十七条 新品種の保護に関し条約に別段の定めがあるときは、その

規定による。 

第三章 指定種苗 

(種苗業者の届出) 

第五十八条 種苗業者は、農林水産省令で定めるところにより、次に掲

げる事項を農林水産大臣に届け出なければならない。ただし、農林水

産省令で定める種苗業者については、この限りでない。 

一 氏名又は名称及び住所 

二 取り扱う指定種苗の種類 

三 その他農林水産省令で定める事項 

２ 前項の事項中に変更を生じたときも、また同項と同様とする。 

３ 前二項の規定による届出は、新たに営業を開始した場合にあっては

その開始後二週間以内に、第一項の事項中に変更を生じた場合にあっ



てはその変更を生じた後二週間以内にこれをしなければならない。 

(指定種苗についての表示) 

第五十九条 指定種苗は、その包装に次に掲げる事項を表示したもの又

は当該事項を表示する証票を添付したものでなければ、販売してはな

らない。ただし、掲示その他見やすい方法をもってその指定種苗につ

き第一号から第四号まで及び第六号に掲げる事項を表示する場合又は

種苗業者以外の者が販売する場合は、この限りでない。 

一 表示をした種苗業者の氏名又は名称及び住所 

二 種類及び品種(接木した苗木にあっては、穂木及び台木の種類及

び品種) 

三 生産地 

四 種子については、採種の年月又は有効期限及び発芽率 

五 数量 

六 その他農林水産省令で定める事項 

２ 前項第三号に掲げる生産地の表示は、国内産のものにあっては当該

生産地の属する都道府県名をもって、外国産のものにあっては当該生

産地の属する国名をもってこれをしなければならない。 

３ 前二項に規定するもののほか、需要者が自然的経済的条件に適合し

た品種の種苗を選択するに際しその品種の栽培適地、用途その他の栽



培上又は利用上の特徴を識別するための表示が必要であると認められ

る指定種苗については、農林水産大臣は、その識別のため表示すべき

事項その他の当該表示に関し種苗業者が遵守すべき基準を定め、これ

を公表するものとする。 

４ 農林水産大臣は、前項の規定により定められた基準を遵守しない種

苗業者があるときは、その者に対し、その基準を遵守すべき旨の勧告

をすることができる。 

(指定種苗についての命令) 

第六十条 農林水産大臣は、前条第一項及び第二項の規定に違反した種

苗業者に対し、同条第一項各号に掲げる事項を表示し、若しくは当該

事項の表示を変更すべき旨を命じ、又はその違反行為に係る指定種苗

の販売を禁止することができる。 

２ 農林水産大臣は、前条第四項の規定による勧告を受けた種苗業者が

その勧告に従わなかったときは、当該種苗業者に対し、期限を定めて、

同条第三項の基準を遵守すべきことを命ずることができる。 

(指定種苗の生産等に関する基準) 

第六十一条 農林水産大臣は、優良な品質の指定種苗の流通を確保する

ため特に必要があると認められるときは、当該指定種苗の生産、調整、

保管又は包装について当該指定種苗の生産を業とする者及び種苗業者



が遵守すべき基準を定め、これを公表するものとする。 

２ 農林水産大臣は、前項の規定により定められた基準を遵守しない指

定種苗の生産を業とする者又は種苗業者があるときは、これらの者に

対し、その基準を遵守すべき旨の勧告をすることができる。 

３ 農林水産大臣は、前項の勧告に従わない指定種苗の生産を業とする

者又は種苗業者があるときは、その旨を公表することができる。 

(指定種苗の集取) 

第六十二条 農林水産大臣は、その職員に、種苗業者から検査のために

必要な数量の指定種苗を集取させることができる。ただし、時価によ

ってその対価を支払わなければならない。 

２ 前項の場合において種苗業者の要求があったときは、その職員は、

その身分を示す証明書を提示しなければならない。 

(種苗管理センター又は家畜改良センターによる指定種苗の集取) 

第六十三条 農林水産大臣は、必要があると認めるときは、農林水産省

令で定める区分により、種苗管理センター又は独立行政法人家畜改良

センター(以下「家畜改良センター」という。)に、種苗業者から検査

のために必要な数量の指定種苗を集取させることができる。ただし、

時価によってその対価を支払わなければならない。 

２ 農林水産大臣は、前項の規定により種苗管理センター又は家畜改良



センターに集取を行わせる場合には、種苗管理センター又は家畜改良

センターに対し、当該集取の期日、場所その他必要な事項を示してこ

れを実施すべきことを指示するものとする。 

３ 種苗管理センター又は家畜改良センターは、前項の指示に従って第

一項の集取を行ったときは、農林水産省令の定めるところにより、同

項の規定により得た検査の結果を農林水産大臣に報告しなければなら

ない。 

４ 第一項の場合において種苗業者の要求があったときは、同項の規定

により集取をする種苗管理センター又は家畜改良センターの職員は、

その身分を示す証明書を提示しなければならない。 

(種苗管理センター又は家畜改良センターに対する命令) 

第六十四条 農林水産大臣は、前条第一項の集取の業務の適正な実施を

確保するため必要があると認めるときは、種苗管理センター又は家畜

改良センターに対し、当該業務に関し必要な命令をすることができる。 

(報告の徴収等) 

第六十五条 農林水産大臣は、この法律の施行に必要な限度において、

種苗業者に対し、その業務に関し必要な報告を命じ、又は帳簿その他

の書類の提出を命ずることができる。 



(都道府県が処理する事務等) 

第六十六条 第五十九条第四項、第六十条、第六十一条第二項及び第三

項、第六十二条並びに前条に規定する農林水産大臣の権限に属する事

務の一部は、政令で定めるところにより、都道府県知事が行うことと

することができる。 

２ この章に規定する農林水産大臣の権限は、農林水産省令で定めると

ころにより、その一部を地方農政局長に委任することができる。 

第四章 罰則 

(侵害の罪) 

第六十七条 育成者権又は専用利用権を侵害した者は、十年以下の懲役

若しくは千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

(詐欺の行為の罪) 

第六十八条 詐欺の行為により品種登録を受けた者は、三年以下の懲役

又は三百万円以下の罰金に処する。 

(虚偽表示の罪) 

第六十九条 第五十六条の規定に違反した者は、三年以下の懲役又は三

百万円以下の罰金に処する。 

(秘密保持命令違反の罪) 

第七十条 秘密保持命令に違反した者は、五年以下の懲役若しくは五百



万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

２ 前項の罪は、告訴がなければ公訴を提起することができない。 

３ 第一項の罪は、日本国外において同項の罪を犯した者にも適用する。 

(虚偽の表示をした指定種苗の販売等の罪) 

第七十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金

に処する。 

一 第五十九条第一項及び第二項の規定により表示すべき事項につい

て虚偽の表示をした指定種苗を販売した者 

二 第六十条第一項又は第二項の規定による処分に違反して指定種苗

を販売した者 

(虚偽届出等の罪) 

第七十二条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金

に処する。 

一 第五十八条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

二 正当な理由がないのに第六十二条第一項又は第六十三条第一項の

集取を拒み、妨げ、又は忌避した者 

三 第六十五条の規定による報告若しくは書類の提出をせず、又は虚

偽の報告をし、若しくは虚偽の書類を提出した者 



(両罰規定) 

第七十三条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他

の従業者が、その法人又は人の業務に関して次の各号に掲げる規定の

違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対して当該

各号に定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰金刑を科する。 

一 第六十七条又は第七十条第一項 三億円以下の罰金刑 

二 第六十八条又は第六十九条 一億円以下の罰金刑 

三 第七十一条又は前条第一号若しくは第三号 各本条の罰金刑 

２ 前項の場合において、当該行為者に対してした第七十条第二項の告

訴は、その法人又は人に対しても効力を生じ、その法人又は人に対し

てした告訴は、当該行為者に対しても効力を生ずるものとする。 

３ 第一項の規定により第六十七条又は第七十条第一項の違反行為につ

き法人又は人に罰金刑を科する場合における時効の期間は、これらの

規定の罪についての時効の期間による。 

(命令違反に対する過料) 

第七十四条 第十五条第六項(第四十七条第三項において準用する場合

を含む。)又は第六十四条の規定による命令に違反した場合には、そ

の違反行為をした種苗管理センター又は家畜改良センターの役員は、

二十万円以下の過料に処する。 



(名称使用義務等の違反に対する過料) 

第七十五条 第二十二条の規定に違反した者は、十万円以下の過料に処

する。 

 

 

附 則 抄  

   

（施行期日）  

第一条  この法律は、千九百七十二年十一月十日、千九百七十八年十月

二十三日及び千九百九十一年三月十九日にジュネーヴで改正された千九

百六十一年十二月二日の植物の新品種の保護に関する国際条約が日本国

について効力を生ずる日から施行する。ただし、次条の規定は、公布の

日から施行する。  

   

（農業資材審議会の意見の聴取の特例）  

第二条  改正後の種苗法（以下「新法」という。）第二条第六項に規定

する重要な形質の指定については、農林水産大臣は、この法律の施行前

においても農業資材審議会の意見を聴くことができる。  

   

（旧法の規定による出願に関する経過措置）  

第三条  この法律の施行の際現に改正前の種苗法（以下「旧法」とい

う。）第七条第一項の規定による登録の出願がされている品種について

は、当該出願の日に新法第五条第一項の品種登録出願がされたものとみ



なす。この場合において、新法第四条第二項中「品種登録出願の日から

一年さかのぼった日前」とあるのは「品種登録出願の日前」と、新法第

十三条第一項中「品種登録出願を受理したとき」とあるのは「この法律

が施行されたとき」と、新法第十七条第一項中「該当するとき」とある

のは「該当するとき又はその出願品種が種苗法（昭和二十二年法律第百

十五号）第一条の二第一項に規定する農林水産植物の種類に属する品種

でないとき」と読み替えるものとする。  

２  農林水産大臣は、新法の適用上必要と認められる範囲内において、

前項の規定により新法第五条第一項の品種登録出願がされたものとみな

された品種についての出願者に対し、相当の期間を指定して、品種登録

出願の補正をすべきことを命ずることができる。この場合において、新

法第十二条第二項中「前項」とあるのは「附則第三条第二項」と、新法

第十三条第一項中「品種登録出願を受理したとき（前条第一項」とある

のは「この法律が施行されたとき（附則第三条第二項」と読み替えるも

のとする。  

   

（旧法の規定による品種登録に関する経過措置）  

第四条  この法律の施行の際現に旧法第十二条の四第一項の規定による

品種登録を受けている品種で同条第二項の有効期間が満了していないも

のについては、当該期間が満了するまでの間は、その品種について新法

第十九条第一項の規定による育成者権が発生しているものとみなす。こ

の場合において、新法第三十八条第一項中「第十九条第二項に規定する

存続期間の満了までの各年」とあるのは、「種苗法（昭和二十二年法律



第百十五号）第十二条の四第二項の有効期間が満了するまでの各年」と

読み替えるものとする。  

２  前項の規定により育成者権が発生しているものとみなされた品種に

ついてこの法律の施行の際現に旧法第十二条の五第二項第七号に該当し

ている使用者等又はその一般承継人については、新法第八条第三項の規

定による通常利用権を有するものとみなす。  

３  第一項の規定により育成者権が発生しているものとみなされた品種

についてこの法律の施行の際現にされている旧法第十二条の五第二項第

一号の許諾は、新法第二十六条第一項の規定による通常利用権の許諾と

みなす。  

   

（品種の名称に関する経過措置）  

第五条  附則第三条第一項の規定により新法第五条第一項の品種登録出

願がされたものとみなされた品種のうち、商標法の一部を改正する法律

（平成三年法律第六十五号）の施行前に旧法第七条第一項の規定による

登録の出願があったものについては、新法第四条第一項中「次の各号の

いずれか」とあるのは「第一号、第二号又は第四号」と、新法第十六条

第一項中「第四条第一項各号のいずれか」とあるのは「第四条第一項第

一号、第二号又は第四号」と、新法第四十一条第一項中「第四条第一項

第二号から第四号までのいずれか」とあるのは「第四条第一項第二号又

は第四号」と読み替えるものとする。  

２  前条第一項の規定により育成者権が発生しているものとみなされた

品種のうち、商標法の一部を改正する法律の施行前に旧法第七条第一項



の規定による登録の出願があったものについては、新法第四十一条第一

項中「第四条第一項第二号から第四号までのいずれか」とあるのは、

「第四条第一項第二号又は第四号」と読み替えるものとする。  

３  前二項の規定の適用を受ける品種の名称を表示する商標の当該品種

の種苗についての使用については、商標法の一部を改正する法律による

改正後の商標法（昭和三十四年法律第百二十七号）第三十七条の規定に

かかわらず、なお従前の例による。ただし、第一項の規定の適用を受け

る品種について登録がされないことが確定したときは、この限りでない。  

   

（施行前に育成された品種に関する経過措置）  

第六条  新法第二十条第二項第一号に該当する品種であって、この法律

の施行前に育成されたものについては、同項の規定にかかわらず、同項

の育成者権者の権利は及ばないものとする。  

２  前項の規定の適用を受ける新法第二十条第二項第一号に該当する品

種については、新法第十四条第一項の規定にかかわらず、その利用に対

する補償金の支払を請求することができないものとする。  

   

（農業を営んでいる者についての経過措置）  

第七条  この法律の施行の際現に登録品種等の種苗を用いて農業を営ん

でいる者で新法第二十一条第二項の政令で定めるものに該当するものに

ついては、当該種苗を最初に育成者権者、専用利用権者又は通常利用権

者により譲渡された登録品種等の種苗とみなして、同項の規定を適用す

る。  



   

（登録料に関する経過措置）  

第八条  この法律の施行前に旧法第十二条の十二第二項の規定により納

付された各年分の登録料は、新法第三十八条第一項の規定により納付さ

れた当該各年分の登録料とみなす。  

２  この法律の施行前に旧法第十二条の四第一項の規定による品種登録

を受けた品種であってこの法律の施行の際旧法第十二条の十二第四項に

規定する期間が経過していないものに係る第一年分の登録料については、

新法第三十八条第一項の規定にかかわらず、なお従前の例による。  

   

（指定種苗に関する経過措置）  

第九条  この法律の施行の際現に旧法第一条の二第二項の規定により農

林水産大臣の指定を受けている種苗は、新法第二条第五項の規定により

農林水産大臣が指定した種苗とみなす。  

２  この法律の施行前に旧法第二条第一項及び第二項の規定による届出

をした者（農産種苗法の一部を改正する法律（昭和五十三年法律第八十

九号）附則第三条の規定により旧法第二条第一項及び第二項の規定によ

る届出をしたものとみなされた者を含む。）は、新法第四十九条第一項

及び第二項による届出をしたものとみなす。  

３  この法律の施行の際現に旧法第三条第三項の規定により定められて

いる基準は、新法第五十条第三項の規定により定められた基準とみなす。  

４  この法律の施行前に旧法第三条第四項の規定によりされた勧告は、

新法第五十条第四項の規定によりされた勧告とみなす。  



５  この法律の施行の際現に旧法第五条第一項の規定により定められて

いる基準は、新法第五十二条第一項の規定により定められた基準とみな

す。  

６  この法律の施行前に旧法第五条第二項の規定によりされた勧告は、

新法第五十二条第二項の規定によりされた勧告とみなす。  

   

（罰則の適用に関する経過措置）  

第十条  この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。  

   

（政令への委任）  

第十一条  附則第三条から前条までに定めるもののほか、この法律の施

行に関し必要な経過措置は、政令で定める。  

   

   附 則 （平成一一年五月一四日法律第四三号） 抄  

   

（施行期日）  

第一条  この法律は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平

成十一年法律第四十二号。以下「情報公開法」という。）の施行の日か

ら施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。  

三  第十三条の規定 種苗法（平成十年法律第八十三号）又はこの法

律の施行の日のうちいずれか遅い日  



   

   附 則 （平成一一年七月一六日法律第八七号） 抄  

   

（施行期日）  

第一条  この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

一  第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び

款名を加える改正規定（同法第二百五十条の九第一項に係る部分（両議

院の同意を得ることに係る部分に限る。）に限る。）、第四十条中自然

公園法附則第九項及び第十項の改正規定（同法附則第十項に係る部分に

限る。）、第二百四十四条の規定（農業改良助長法第十四条の三の改正

規定に係る部分を除く。）並びに第四百七十二条の規定（市町村の合併

の特例に関する法律第六条、第八条及び第十七条の改正規定に係る部分

を除く。）並びに附則第七条、第十条、第十二条、第五十九条ただし書、

第六十条第四項及び第五項、第七十三条、第七十七条、第百五十七条第

四項から第六項まで、第百六十条、第百六十三条、第百六十四条並びに

第二百二条の規定 公布の日  

   

（国等の事務）  

第百五十九条  この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもの

のほか、この法律の施行前において、地方公共団体の機関が法律又はこ

れに基づく政令により管理し又は執行する国、他の地方公共団体その他

公共団体の事務（附則第百六十一条において「国等の事務」という。）



は、この法律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに基づく政令に

より当該地方公共団体の事務として処理するものとする。  

   

（処分、申請等に関する経過措置）  

第百六十条  この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該

各規定。以下この条及び附則第百六十三条において同じ。）の施行前に

改正前のそれぞれの法律の規定によりされた許可等の処分その他の行為

（以下この条において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行

の際現に改正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の申請

その他の行為（以下この条において「申請等の行為」という。）で、こ

の法律の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が

異なることとなるものは、附則第二条から前条までの規定又は改正後の

それぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に関する規定

に定めるものを除き、この法律の施行の日以後における改正後のそれぞ

れの法律の適用については、改正後のそれぞれの法律の相当規定により

された処分等の行為又は申請等の行為とみなす。  

２  この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地

方公共団体の機関に対し報告、届出、提出その他の手続をしなければな

らない事項で、この法律の施行の日前にその手続がされていないものに

ついては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほ

か、これを、改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は地方公共

団体の相当の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければ



ならない事項についてその手続がされていないものとみなして、この法

律による改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。  

   

（不服申立てに関する経過措置）  

第百六十一条  施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該

処分をした行政庁（以下この条において「処分庁」という。）に施行日

前に行政不服審査法に規定する上級行政庁（以下この条において「上級

行政庁」という。）があったものについての同法による不服申立てにつ

いては、施行日以後においても、当該処分庁に引き続き上級行政庁があ

るものとみなして、行政不服審査法の規定を適用する。この場合におい

て、当該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前に当該処

分庁の上級行政庁であった行政庁とする。  

２  前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団

体の機関であるときは、当該機関が行政不服審査法の規定により処理す

ることとされる事務は、新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第

一号法定受託事務とする。  

   

（手数料に関する経過措置）  

第百六十二条  施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法

律（これに基づく命令を含む。）の規定により納付すべきであった手数

料については、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもの

のほか、なお従前の例による。  

   



（罰則に関する経過措置）  

第百六十三条  この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用につい

ては、なお従前の例による。  

   

（その他の経過措置の政令への委任）  

第百六十四条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴

い必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。  

２  附則第十八条、第五十一条及び第百八十四条の規定の適用に関して

必要な事項は、政令で定める。  

   

（検討）  

第二百五十条  新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定

受託事務については、できる限り新たに設けることのないようにすると

ともに、新地方自治法別表第一に掲げるもの及び新地方自治法に基づく

政令に示すものについては、地方分権を推進する観点から検討を加え、

適宜、適切な見直しを行うものとする。  

   

第二百五十一条  政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自

立的に執行できるよう、国と地方公共団体との役割分担に応じた地方税

財源の充実確保の方途について、経済情勢の推移等を勘案しつつ検討し、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  

   



第二百五十二条  政府は、医療保険制度、年金制度等の改革に伴い、社

会保険の事務処理の体制、これに従事する職員の在り方等について、被

保険者等の利便性の確保、事務処理の効率化等の視点に立って、検討し、

必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるも

のとする。  

   

   附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  

   

（施行期日）  

第一条  この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月

六日から施行する。  

   附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一八四号） 抄  

   

（施行期日）  

第一条  この法律は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、第十

条第二項及び附則第七条から第九条までの規定は、同日から起算して六

月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  

   

（種苗法の一部改正に伴う経過措置）  

第九条  前条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の種苗法

（以下「旧法」という。）第十五条第二項又は第四十条第二項の規定に

より農林水産大臣の職員に行わせている栽培試験は、前条の規定による



改正後の種苗法（以下「新法」という。）第十五条第二項又は第四十条

第二項の規定によりセンターに行わせている栽培試験とみなす。  

２  前条の規定の施行の日前に旧法第十五条第二項又は第四十条第二項

の規定により農林水産大臣の職員に行わせた栽培試験は、新法第十五条

第二項又は第四十条第二項の規定によりセンターに行わせた栽培試験と

みなす。  

３  前条の規定の施行の日前に旧法第十五条第三項（旧法第四十条第三

項において準用する場合を含む。）の規定により農林水産大臣が依頼し

た栽培試験は、新法第十五条第五項（新法第四十条第三項において準用

する場合を含む。）の規定によりセンターが依頼した栽培試験とみなす。   

   

   附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一八五号） 抄  

   

（施行期日）  

第一条  この法律は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、第十

条第二項及び附則第七条から第十条までの規定は、同日から起算して六

月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  

   

   附 則 （平成一一年一二月二二日法律第二二〇号） 抄  

   

（施行期日）  

第一条  この法律（第一条を除く。）は、平成十三年一月六日から施

行する。  



   

（政令への委任）  

第四条  前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な事項

は、政令で定める。  

   

   附 則 （平成一四年一二月一三日法律第一五二号） 抄  

   

（施行期日）  

第一条  この法律は、行政手続等における情報通信の技術の利用に関す

る法律（平成十四年法律第百五十一号）の施行の日から施行する。  

   

（罰則に関する経過措置）  

第四条  この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。  

   

（その他の経過措置の政令への委任）  

第五条  前三条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置は、政令で定める。  

   

   附 則 （平成一五年五月三〇日法律第六一号） 抄  

   

（施行期日）  



第一条  この法律は、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

の施行の日から施行する。  

   

（その他の経過措置の政令への委任）  

第四条  前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置は、政令で定める。  

   

   附 則 （平成一五年六月一八日法律第九〇号）  

   

 この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。  

   

   附 則 （平成一六年一二月一日法律第一四七号） 抄  

   

（施行期日）  

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内にお

いて政令で定める日から施行する。  

   

   附 則 （平成一七年六月一七日法律第五九号）  

   

（施行期日）  

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内におい

て政令で定める日から施行する。ただし、第十九条第二項の改正規定及

び附則第三条の規定は、公布の日から施行する。  



   

（加工品に関する経過措置）  

第二条  この法律の施行前に日本国内において生産され、又は輸入され

たこの法律による改正後の種苗法（以下「新法」という。）第二条第四

項に規定する加工品については、育成者権の効力は及ばないものとする。  

   

（育成者権の存続期間に関する経過措置）  

第三条  新法第十九条第二項の規定は、この法律の施行後に品種登録を

受ける品種に係る育成者権について適用し、この法律の施行前に品種登

録を受けた品種に係る育成者権については、なお従前の例による。  

 

   附 則（平成一九年五月一八日法律第四九号） 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十九年十二月一日から施行する。ただし、附

則第六条の規定は、公布の日から施行する。 

 （権利侵害に係る規定の適用に関する経過措置） 

第二条 この法律による改正後の種苗法（以下「新法」という。）第二

章第五節（新法第十四条第五項において準用する場合を含む。）の規

定は、別段の定めがある場合を除き、この法律の施行前に生じた事項

にも適用する。ただし、この法律による改正前の種苗法（以下「旧

法」という。）第二章第五節（旧法第十四条第五項において準用する

場合を含む。）の規定により生じた効力を妨げない。 

第三条 新法第三十四条第一項及び第三十九条の規定は、この法律の施



行前に、第二審である高等裁判所又は地方裁判所における口頭弁論が

終結した事件及び簡易裁判所の判決又は地方裁判所が第一審としてし

た判決に対して上告をする権利を留保して控訴をしない旨の合意をし

た事件については、適用しない。 

２ 新法第四十条から第四十二条までの規定は、この法律の施行前に、

訴訟の完結した事件、第二審である高等裁判所又は地方裁判所におけ

る口頭弁論が終結した事件及び簡易裁判所の判決又は地方裁判所が第

一審としてした判決に対して上告をする権利を留保して控訴をしない

旨の合意をした事件については、適用しない。 

 （施行前に犯した犯罪行為により生じた財産等に関する経過措置） 

第四条 この法律の施行の日が犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理

の高度化に対処するための刑法等の一部を改正する法律（平成十九年

法律第   号）の施行の日後となった場合には、組織的な犯罪の処

罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（平成十一年法律第百三十六

号）第九条第一項から第三項まで、第十条及び第十一条の規定は、こ

の法律の施行前に財産上の不正な利益を得る目的で犯した旧法第五十

六条の罪の犯罪行為（日本国外でした行為であって、当該行為が日本

国内において行われたとしたならば同条の罪に当たり、かつ、当該行

為地の法令により罪に当たるものを含む。）により生じ、若しくは当

該犯罪行為により得た財産又は当該犯罪行為の報酬として得た財産に

関してこの法律の施行後にした行為に対しても、適用する。この場合

において、これらの財産は、組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制

等に関する法律第二条第二項第一号の犯罪収益とみなす。 



 （罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前に犯した罪の公訴時効の期間については、新

法第七十三条第三項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 （政令への委任） 

第六条 附則第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施

行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

 （検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法

の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、新法の規定につ

いて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 （独立行政法人種苗管理センター法及び独立行政法人家畜改良センタ

ー法の一部改正） 

第八条 次に掲げる法律の規定中「第五十三条の二第一項」を「第六十

三条第一項」に改める。 

 一 独立行政法人種苗管理センター法（平成十一年法律第百八十四

号）第十一条第二項第一号 

二 独立行政法人家畜改良センター法（平成十一年法律第百八十五

号）第十一条第二項第二号 


